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付議・報告部課      

平成29年9月20日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

平成29年9月20日（水）午前9時30分～ 本庁舎3階特別会議室 

２ 出席者 

市民活動支援課 豊田課長・松岡主査・白井主事 

文化課 山本課長・高花主査 

行政経営改革課 岡田課長 

３ 件名 

今後の（仮称）市民活動推進センターの使用料の決定について 

４ 会議結果 

□ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

■ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・会議室と多目的スペースの利用者が違うのはなぜか？ 

⇒センターでは、目的を達成するため、公益活動を自発的にしている（しようとする）

団体を登録する制度を設け、会議室の利用者は、登録団体に限定したい。多目的スペー

スは、ギャラリーとしても展示ができるスペースで、一般の団体の使用が想定されるた

め、その利用者は、センター登録団体と一般的な活動を行う団体としたい。 

・会議室については、公益活動を行う団体であれば、登録なしでも利用できるようにす

るべきでは。 

⇒登録制度により団体の情報を把握し、団体と団体のマッチングをし、市民活動の活性

化を図りたいと考えているが、登録の有無に関わらず利用できる方向で検討する。 

・公益活動を行う団体で、登録している団体としていない団体の差別化は、利用の受付

開始の期間を、例えば登録団体は３箇月前から、一般団体は１箇月前からなどとすれば

よいのでは。 

⇒そのような方向で具体的なルールを検討する。 

・使用料については、「使用料・手数料の考え方」にある受益者負担率１００％の例外

とするということか。 

⇒市民活動の活性化や広がりを目指し、市民団体がセンターを利用しやすくするため、

例外として取り扱いたい。 

・会議室の利用団体にセンター登録団体以外の団体を加えること、使用料は受益者負担

率１００％の例外として扱うことは今回決定する。「使用料・手数料の考え方」にセン

ターを例外として扱うことを明記すること。 

 

 



・使用料については、公益活動団体や一般団体の定義、団体登録制度の要件や営利活動

団体の取扱いなどを再度整理し、１０月１８日の戦略会議に再付議すること。 

 

※付議書及び会議資料は、白井市情報公開条例第９条第１項第６号（意思形成過程情

報）に該当するため、意思決定が完了するまで非公開とする。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



平成２９年９月８日 

 

付議書（行政経営戦略会議） 

           

         部課名（市民経済部市民活動支援課 ） 

１ 件名           

 移転後の(仮称)市民活動推進センターの使用料の決定について 

２ 目的 

 平成 30 年度に移転する（仮称）市民活動推進センター（以下、新

センター）の会議室 1・2 及び多目的スペースの使用料について付議

するもの。 

３ 効果 

 平成 30 年 5 月に市役所東庁舎に移転する新センターは「市民活動

をつなぐ、広げる、市民主体の協働のまちづくりの拠点となる中間支

援施設」を基本理念に掲げ、市民活動の総合的な窓口となり、市民活

動団体・ボランティア団体・自治組織等の活動主体が新センターを拠

点に活動を展開することで、「市民活動の魅力をいかした、活力ある

市民主体の協働のまちづくり」の実現を図っていくものであるが、新

センターの利用に際しては、市民や市民活動団体が利用しやすい使用

料の設定とすることで、新たな市民活動団体等を増やし、裾野を広げ

ることで、市民活動の活性化が図られる。 

４ 現状と課題 

 新センターの使用料については、7 月 5 日（水）に行われた戦略会

議において、受益者負担の原則から有料とすることで決定している。

 市の方針では、受益者負担率１００％とし、段階を追って使用料を

設定し、また、減免の取り扱いについても今後検討することとしてい

る。 

 新センターは、公益的活動を継続的に行う団体の活性化を支援し、

市内に協働の輪を広げるための施設であり、多くの市民や市民活動団

体等がセンターを訪れ、出会い・つながっていくため利用しやすい使

用料とすることが必要となる。 

このことを踏まえ使用料の設定を行いたい。 

 

 ●新センターの使用料を設定する施設と利用できる者 

  ①会議室 １．２ ・センターの登録団体 

（市内で公益的な活動を行う団体又はし

ようとする団体） 

  ②多目的スペース ・センターの登録団体 

           ・一般団体  

 



 

５ 対応 

 公益的な活動を行う市民活動の活性化と文化・芸術活動の推進のた

めの支援として、新センターの使用料の設定については、市の統一基

準である「使用料・手数料の考え方」から除外し、受益者負担率を以

下のとおり定める。 

①  会議室１．２   登録団体 受益者負担率 25％ 

②  多目的スペース  登録団体 受益者負担率 25％ 

           一般団体 受益者負担率 50％ 

６ スケジュール 

Ｈ29.12  12 月議会提案 

新センターの設置及び管理に関する条例制定（使用料含む） 

Ｈ30.１   新センターの利用案内 

      登録団体の募集開始 

Ｈ30.5   新センターオープン 

７ その他 

 

８ 関連情報 

関係法令等  

関係課 文化課、行政経営改革課 

予算措置 事業費     会計  款  項 目       円  

特定財源                    円 

 



■使用料の考え方                                ＜H29.9.20 行政経営戦略会議資料＞ 

担当課 使用料算定方法の考え方 

行政経営改革課 

・市民全体の負担の「公平性」の観点から、受益者負担率は 100％とする。 

【使用料＝原価（コスト）×受益者負担率（100％）×利用者区分による乗率】 

・急激な上昇を避けるため、平成 30 年４月の見直しは現在の使用料の１．５倍の額とし、以降、３年毎に段階を追っ

て受益者負担率１００％の額に設定する。 

市民活動支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動支援課 

文化課 

●会議室１．２ 

   【 使用料 ＝ 原価（コスト）×受益者負担率（２５％）×利用区分による乗率 】 

（受益者負担率の考え方） 

①センターは公益的な活動を活性化するための機能を備え、市内の多様な団体が集い、つながるきっかけをつくり、市 

民主体の協働のまちづくりを目指す施設である。また、市民活動を行う市民や市民活動団体の裾野を広げ、市民活  

動を活性化させていくための運営方法や使用料等について、市民が利用しやすい施設とする必要がある 

②会議室の使用は、公益的な活動を継続的に行う団体として新センターに登録した団体に使用を制限する 

③新センターの利用を促進するためには、類似施設と同等程度の料金設定からスタートさせる必要がある 

④このことから、センターの設置目的から受益者負担率を５０％とし、さらに、公益性の活動団体のみの利用となるた 

め、公民館等他の施設で行っている減免措置（半額）を使用料の設定の段階から用いることとし、受益者負担率２５％ 

とする 

  

【参考】 

   ・見直し後の白井駅前公民館研修室の使用料 ２４０円（受益者負担率３７％）で、さらに、新センターの登録 

団体は社会教育団体のみなし団体として、減免（半額）が適用され、１２０円（コストの約１９％）となる 

   ・他市の状況  柏市（２５％）、船橋市（０％）、松戸市（有料）市川市（無料）、我孫子市（無料） 

佐倉市（無料）、印西市（無料）、富里市（無料） 

 

 

●多目的スペース 

   登録団体 【 使用料 ＝ 原価（コスト）×受益者負担率（２５％）×利用区分による乗率 】 

   一般団体 【 使用料 ＝ 原価（コスト）×受益者負担率（５０％）×利用区分による乗率 】 



（受益者負担率の考え方） 

【登録団体】 

①登録団体については、会議室の受益者負担率の考え方①④を基本とする 

②公益的な活動を継続的に行う登録団体と一般団体の利用と料金を差別化する必要がある 

 

【一般団体】 

①白井市教育大綱では「市民による文化活動を支援し、多様な文化・芸術に親しめる機会を提供」を基本目標としてお

り、一般団体の利用として、絵画、写真、生け花などを展示する展示スペースとしての使用が中心となることから、

文化芸術活動の支援の場となる 

②展示スペースとして使用する場合の多くは、複数日（１週間程度）の継続利用となり、団体の負担にならない料金設

定としたい 

③多目的スペースの利用を契機に、一般の文化芸術団体も公益的活動を行う団体に移行する可能性がある 

 

■施設毎の使用料（案）  

 

施設 利用者 
コスト算定額【A】 

（1 時間当たり）※１
受益者負担率【B】 

使用料（案）【A×B】 

（１時間当たり） 

新センター 

会議室１ 新センター 

登録団体 
５６０円 ２５％ １４０円 

会議室２ 

多目的 

スペース 

新センター 

登録団体 
９２０円 

２５％ ２３０円 

一般団体 ５０％ ４６０円 

※１ 行政経営改革課による使用料の算定方法に基づく。 

 



参考資料 

 

（１）新センター 会議室１・２と類似施設の使用料見直し後の料金比較表 

施設 利用者 
コスト算定額 

（１時間当たり）
受益者負担率 

使用料（案）及び平成３０年度 

見直しによる使用料 

（１時間当たり） 

減免後の使用料 

新センター 
会議室 

１・２ 

新センター 

登録団体 
５６０円 ２５％ １４０円 － 

白井駅前 

公民館 

研修室 

Ⅰ・Ⅱ 

社会教育 

関係団体 
６４９．１円 ３７．０％ ２４０円 １２０円 

 

（２）新センター多目的スペースと当市・他市の類似施設の料金比較表 

市 施設 運営 １時間当たりの使用料 １日当たりの使用料 １週間当たりの使用料 

白井市 

新センター 
多目的 

スペース 
公営 ４６０円 ３，６８０円 ２５，７６０円 

すずきギャラリー 

彩美 
ギャラリー 民営 － － ３６，０００円（※１）

船橋市 
船橋市市民 

ギャラリー 
第 2 展示室 公営 － ４，５００円（※２） ３１，５００円 

八千代市 
八千代市市民 

ギャラリー 
第２展示室 公営 － ８，１００円（※３） ５６，７００円 

※１ １回の予約単位が６日間 

※２ 利用時間が午前９時～午後９時で１２時間使用した場合の使用料 

※３ 利用時間が午前９時～午後８時で１１時間使用した場合の使用料  


